
４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

現状でも法令にのっとり適切に事務を行っていると考えられることから、特段の改革・改善を要しないと判断し
た。

向
上

成
果

事務事業名 出産一時金支給事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

法に基づき給付を行うものであり、金額等も定められている。法令に
のっとり適切に事務を行っている。

所属課

低
下

健康増進課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

拠点数の増加を検討する余地があり、子育て支援の拡充は市の方向性にも沿っているものであるため、改善
を要する。ただし、設置には医療機関との併設または連携が不可欠であるため、留意する必要がある。

向
上

成
果

事務事業名 病児・病後児保育事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

インフルエンザ流行時期等には、満員となる状況が見受けられる
が、それ以外の時期は、空きがある状況である。潜在的な需要があ
ると考えられ、引き受け手を増加させる必要がある。
加えて、市内には中地区１か所のみの設置となっており、南部在住
の市民にとっては距離的に使いにくい点が課題であり、有効性の向
上余地がある。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

低
下 × ×

給付額の多くが、国や都の制度にのっとったものであるため改善に限界はあるが、市の裁量で増額している
補助額等について、所得階層の見直しや一律給付分を所得階層に振り分ける等の改善が考えられる。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

公平性については、担当課評価のとおり、階層区分に工夫の余地が
ある。この点を見直すことで、より必要とする世帯へ必要な給付を行
うことができ、有効性の改善にもつながると考えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 私立幼稚園等保護者保育料補助事業 所属部 子ども家庭部 所属課 児童青少年課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

　児童館の日曜・祝日開館等による児童の利便性・居場所としての提供日拡大などサービス向上を目指すべ
きである。
　サービスの質・量の向上のため、向上策と併せて、専門性を持った良質な民間委託(NPOを含む)の導入につ
いて、検討すべきである。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

 永年の児童館活動の積み重ねにより、行事等については一定の形
態が確立しているが、児童館の日曜・祝日開館等による児童の利便
性・居場所としての提供日拡大などサービス向上の余地がある。
今後の方向を考えると、コストが増してしまう直営の形態は見直しの
余地がある。また、現在の正職員の構成も、人事として適性は考慮さ
れてるものの、一般事務職員が主体(保育士職もいる)で、専門性を
持った児童館職員の配置は、小規模自治体にとって難しい面があ
る。
 職員の半数以上を嘱託員化することにより、人件費の削減効果は出
ているが、さらにサービスの質・量の向上のため、民間委託の導入に
ついて、サービス向上策と併せて検討すべきである。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

児童青少年課事務事業名 児童館小学生体験交流事業 所属部 子ども家庭部 所属課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

低
下 × ×

上記（２）で記載の通り、公平性・効率性の観点で、検証する必要がある。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

利用実績がなくとも管理運営費が毎月５０万円支払っている点につ
いては、制度創設時の経過もあるが、実績との兼ね合いで検証は必
要である。
また、申請理由の１つである「育児疲れ、育児不安等により身体又
は精神の状態が不良のとき」が目に見える基準がなく、利用者の訴
えにより個別審査になってしまう点について、担当として疑問が出て
いる点も、確認が必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 子どもショートステイ事業 所属部 子ども家庭部 所属課 子育て支援課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1)政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

ランチルームの試行、週１回開催へのステップといった改善は評価できる。今後、国立駅前複合公共施設内に
子育て広場建設が予定されているが、それまでの間、現状の子ども家庭支援センター内での事業となることか
ら、更なる事業内容の充実を図られたい。 成

果

向
上 ○

維
持 ×

担当課１次評価においては、公平性のみ見直し余地との評価であっ
たが、核家族化が進展する中で、安心して子育てができるようにする
ため、また少子化対策としてもむしろ事業内容の充実を検討する必
要があると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 子育てひろば事業 所属部 子ども家庭部 所属課 子育て支援課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 一時保育支援事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載のとおり、現在、一時保育事業を行っている２園が市内
の北と南に偏在していることから、市中央部に在住の市民にとって
は利用しにくい点があある。
また、他の事業との連携として、ファミリーサポート事業等との連携
に可能性があることから、有効性について見直し余地がある。

所属課

低
下

子育て支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

子ども・子育て支援事業計画に基づき、地域偏在を是正するために、１か所増設する改善が考えられる。ただ
し、北保育園においては利用実績が低下している点を鑑み、さらに検討を要する。
一方で、ファミリーサポート事業により、一時保育を利用している方のニーズを満たせるケースもあると考えら
れることから、他事業との連携についても検討を行う必要がある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 こども医療費助成事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

平成26年度時点では、養育者の所得制限と助成範囲の見直しによ
る有効性の向上余地がある。

所属課

低
下

子育て支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

平成27年度より、義務教育就学児童のうち小学校1年生～3年生までの養育者の所得制限を撤廃する改正を
行ったところである。これにより有効性は改善されたと考えられる。小学校４年生以上の所得制限については、
実際の子どものけが等の状況から切迫した課題ではないと考えられ、財政面も考慮して慎重な対応が必要で
ある。平成27年度の改正効果を見定める必要もあることから、現状維持とすべきである。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 ひとり親家庭等医療費助成事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

都制度に基づき給付を行うものであり、金額等も定められている。事
務も適切に行っている。

所属課

低
下

子育て支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

現状でも適切に事務を行っていると考えられることから、特段の改革・改善を要しないと判断した。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果

事務事業名 小・中学校教育環境整備事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

小中学校については、公共施設保全計画でも明らかになっているよ
うに、老朽化が進んでおり、今後のストックマネジメントの観点から、
大規模改修や再編なども視野に入れつつ、大規模改修時にあわせ
て環境改善の工事も行うなど効率的・効果的な改修を図っていくべ
きである。

所属課

低
下

建築営繕課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

上記（２）に記載のとおり。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

認定基準の水準については、過去に財政改革審議会でも取り上げら
れたように近隣市と比較検討し、見直しの余地があると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 就学援助事業 所属部
教育委員会事務

局
所属課 教育総務課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 教育費保護者負担軽減補助金事業 所属部 教育委員会

○

(4) 改革・改善による期待成果

他の自治体についても、同様の補助金支給制度があるため、当市
のみ本事業の休止・廃止を行うことは適当ではないと考える。ただ
し、財政状況を勘案した際に、現在支給している額や対象が適切か
どうかについては検証する余地はあると判断したため、③効率性に
ついて、見直し余地ありとした。

所属課

低
下

教育総務課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

厳しい財政状況を考慮し、給付水準や補助対象について削減の余地がないか検証を行う。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

活用計画を策定し、特にソフト面での拡充を行い、機器の有効活用ができるようにする。
目的により調達時期が異なっているため、再リース等で調整を行い一括して発注を行うことでコスト削減を実
施する。

向
上 ○

成
果

事務事業名 情報教育等関連事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

ハード面の整備が順調に進んでいる一方で、それらの機器を有効活
用するための研修会等、ソフト面での事業拡充を行うべきと判断した
ため、②有効性について見直し余地ありと判断した。また、再リース
等による調達時期の調整や機器選定での仕様の見直しを行えば、
コスト削減が可能であるため、③効率性についても見直し余地ありと
判断した。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 学校教育向上支援事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

例えば、オリンピック教育推進事業であれば、児童・生徒の満足度を
高められるような取組みをいっそう行っていくべきであるため、十分
な成果を上げていても向上余地がないとは言えない。
放課後学習支援教室については、他の部署でも学習支援事業を
行っているところがあるが、補助金の活用を検討していることから、
本事業においても補助金が活用できないか検討する余地があるた
め、効率性についても見直し余地ありと判断する。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

各種事業の児童・生徒の満足度を向上させられるよう、事業内容について創意工夫をいっそう行っていく。
補助金の活用を検討し、歳入の確保を図る。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

関係機関との連携をいっそうはかり、包括的な支援体制を構築する。
人的資源については、例えば東京都より派遣されているスクールカウンセラーについて、現在の週１回の勤務
日数を増やすよう都に要望を行っていく。

向
上

成
果

事務事業名 教育相談事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

相談件数が増加しているから、今後は関係機関とより迅速で密な連
携体制を構築していく必要があることから、②有効性について見直し
余地ありとした。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

市職員と教職員の連携をいっそう図るなど有効性の向上に努める。 向
上

成
果

事務事業名 不登校対策事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

予算内容が消耗品費や役務費等、適応指導教室維持のための最
低限の経費のため事業費の削減余地は少ないと考える。
ただし、不登校児童・生徒に対するケア、居場所づくりの充実、教職
員との連携等により、学校への復帰をいっそう支援していく必要があ
るため、有効性については見直し余地ありと判断する。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課会議で指摘された事項

維
持 ×

××

27年度でインクルーシブ教育システムモデル構築事業が終了することから、当該事業で得たノウハウを本事
業にも有効活用する。なお、インクルーシブ教育システムモデル構築事業と重複する消耗品等の予算につい
て、削減を図れないか検討する。

向
上 ○

成
果

事務事業名 特別支援教育事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

インクルーシブ教育システムモデル構築事業で得たノウハウを本事
業にも有効活用し、特別支援教育に関わる職員の資質を向上させ、
より良質な特別支援教育を提供できる余地がある。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

現状では、特段の改革改善を要する事業ではない。ただし、今後の社会情勢を踏まえた行事へ変更していく
ことが求められることも考えられるため、他自治体の事業を調査するなど、情報収集に努める必要はある。

向
上

成
果

事務事業名 学校諸行事事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

各種行事に係る必要最低限の経費の計上がされており、これ以上
効率性を求めるのは難しいと判断する。「行事」という性格を考慮す
ると、統合して実施できる余地は少ないが、現在実施している行事
の内容を検証し、現在の社会情勢を踏まえた行事に変更する必要
はないか検討する余地はある。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

部活動指導員やスクールソーシャルワーカーなど、本事業と関連する嘱託員との関係性を整理し、現在の成
果を維持しながら謝礼等を削減できないか検討を行う。補助金の活用についても検討を進める。

向
上

成
果

事務事業名 外部指導者等人材活用事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

多様な外部人材活用が行われているなかで、有効性を見極め、少な
いと判断されるものについては見直しを、高いものについては拡充を
図るなどの見直しの余地はあると判断する。
また、外部人材活用事業と関連する嘱託員の業務を精査したり、補
助金活用を検討するなど、歳出削減の余地もあるため、③効率性に
ついても見直し余地はあると判断する。

所属課

低
下

教育指導支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

維持 増加

事務事業名 調理・配送・配膳事業 所属部 教育委員会 所属課 給食センター

維
持 ×

担当課評価のとおり、市は児童生徒に安全安心な給食を提供する責
務があるが、施設の老朽化、運営方法等は長年の課題となってお
り、解決が急務である。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減

低
下 × ×

現在、国立市公共施設等マネジメント検討委員会の下部組織である給食センター更新計画に関する検討部
会において、今後の給食センターのあり方に関する検討が進められている。平成２７年度中に一定の結論を出
す予定となっている。 成

果

向
上 ○



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 成年後見制度利用支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

成年後見制度の利用が必要な場合で、費用負担が困難な場合等に
限って、市が助成するもので、福祉の観点から公共関与の妥当性が
ある。
公平性の観点についても、一定のルールの下、条件を限っているこ
とから、公平であるといえる。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

現在も社会福祉協議会や福祉総務課において、必要な方に制度の案内を行っており、引き続き、周知に力
を入れながら制度を維持していくことが必要と考えられる。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

欠員補充が求められており、また、民生委員・児童委員の負担軽減を図る必要がある。 向
上

成
果

事務事業名
民生委員・児童委員等活動支援事

業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

本来の定員に対し、欠員がいる状況であることから、有効性に見直
し余地がある。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

担当課記載の通り社会福祉協議会に要望するとともに、財政改革審議会からは自主財源の確保についても提
言されており、市でも実施している自動販売機収入における歳入確保策などを指導されたい。また、評価記載
事項が昨年度と全く同内容となっているが、きちんと振り返りを行うこと。 成

果

向
上

維
持 ○ ×

担当課1次評価どおり、有効性・効率性において見直し余地ありと判
断する。多額の補助金を拠出している関係上、常に改善を求めていく
のは当然のことである。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 社会福祉協議会運営支援事業 所属部 健康福祉部 所属課 福祉総務課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

維持 増加

事務事業名
シルバー人材センター運営支援事

業
所属部 健康福祉部 所属課 福祉総務課

維
持 ○ ×

担当課１次評価記載のとおり、有効性、効率性、公平性の観点にお
いて見直し余地ありとした。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減

低
下 × ×

超高齢社会を迎え、ますます重要な役割を担う機関であることは間違いない。担当課1次評価記載の通り、改
善に努められたい。

成
果

向
上



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 老人福祉センター運営事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

指定管理者にただ任せるという姿勢であり、この事業をどのようにす
るべきか、事業の目的が不明確である。

所属課

低
下

福祉総務課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

高齢者支援課とよく連携し、事業展開の方向性を定め、時代に即応した事業を展開することで、担当課でも
課題と認識している有効性を上げていくべきである。
また、有効性の高い事業を効率的に実施するという観点が不可欠である。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

公共関与の妥当性については検証が必要であるが、在宅高齢者が安心して暮らせる地域づくりを政策的に
行うことには意味があり、即座に中止とするのは拙速であると考えられる。ただし制度を見直し、民間サービス
の利用に対する助成等に組み替えること等は検討の余地がある。
同様の民間サービスがある状況を鑑みれば、自己負担額を所得制限なく０とする現行制度は公平性を欠いて
いる可能性があるため、自己負担の導入等を積極的に検討するべきである。

向
上

成
果

事務事業名 高齢者緊急通報機器貸与事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

民間の警備会社等でも同様のサービスを行っている状況がある。
また、現状は、担当課記載のとおり、月々の利用料について本人負
担がないことから、受益者負担の適正化及び効率性の向上（歳入確
保）の余地があるといえる。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 在宅療養推進事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢化の進展により、高齢者数が増加する中、在宅で安心して療養
できる体制を整備することはさらに重要になる。
この分野においては、担当課記載のとおり、時代に即した課題に常
に対応していくことが求められる。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

PDCAサイクルの中で、時代に即した課題に対応していくことが必要である。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

PDCAサイクルの中で、時代に即した課題に対応していくことが必要である。 向
上

成
果

事務事業名 地域包括支援センター運営事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢化の進展により、要支援や要介護の方の人数も多くなっていく
中で、この分野においては、担当課記載のとおり、時代に即した課題
に常に対応していくことが求められる。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 老人クラブ活動支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

国や都の制度に基づいて補助金を支給している事業であり、事務執
行上も適切である。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

事務執行上、適切に行っていることから、特に改善を要しない。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 ✔ 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 高齢者保養施設利用助成事業 所属部 健康福祉部

○

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載のとおり、対象年齢（65歳以上）が妥当か、所得制限なく
現金給付であることの是非など課題がある。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

担当課記載のとおり、対象年齢の妥当性、現金給付であることの是非や、周知が十分でないことなど課題が
ある。
高齢者の健康維持の観点から、リフレッシュ効果の高い旅行への助成には一定の効果があると思われるが、
日常からの健康増進への対策が急務であることを踏まえれば、周知を強化して有効性の改善を図るよりも、事
業自体の廃止・休止や、対象年齢引き上げ等の事業の組み換えを検討する必要がある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

平成26年度分より、サービス利用助成の廃止を行い、効率性などの適正化を行ったところである。残る社会福
祉法人等による利用者負担軽減については、実績が少ないこともあるため、慎重に経緯を見守りつつ、今後
の方向性を検討する必要があるが、現段階では現状維持とする。

向
上

成
果

事務事業名
介護保険サービス利用負担軽減事

業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

平成26年度分より、サービス利用助成の廃止を行い、効率性などの
適正化を図ったところである。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 住宅費助成事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

一定以下の収入である高齢者に対して、居住の安定を図ることは、
市が行うべき業務であるといえる。制度として、所得制限や助成額の
上限などを設けており、有効性や公平性、効率性についても適切で
ある。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

高齢者の住まい対策は、元気な高齢者や、介護を必要とする方などさまざまなフェーズに応じて対策を行う必
要がある。この事業は、住み慣れた自宅で過ごす方のうち、低所得者を支援する事業であり、必要性が高い
事業である。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

システム管理運営事業については、適切に実施されており、特段の改善を要しない。
システムをさらに活用して、他の事業の効率性向上等を図るべきである。

向
上

成
果

事務事業名 介護保険システム管理運営事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

法定事務である介護保険制度の運営のために欠かせないシステム
である。システムにより円滑な事務・事業が実施できている。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

上記（２）の通り、改善に向けた検討をされたい。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

当事業については、担当課は全て現状維持と評価しているが、議会
では不要となった未開封おむつの利用や業務用おむつを導入するこ
とによるコスト削減についての指摘等もあり、有効性、効率性は改善
の余地があると判断する。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 高齢者おむつ給付事業 所属部 健康福祉部 所属課 高齢者支援課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

他市においても同様・同水準の制度がある。現状において、地域包括支援センター等とも連携し、適切に事
業実施ができていると考えられる。他事業との連携については、引き続き積極的に取り組む必要がある。

向
上

成
果

事務事業名 生活援助員配置事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

最低限の経費でシルバーピアに入居する高齢者の安心・安全に寄
与していると考えられ、適切である。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 ✔ 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 地域介護・福祉空間整備事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

全額国庫補助を利用し、効率的に定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業を実施することができた。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

担当課によると、今後、市で当該事業を新規指定する予定がないことから、休廃止とすることが妥当である。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 外出支援サービス事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載のとおり、利用枚数が少ない方がいる現状から、有効性
を向上させる余地がある

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

要介護１以上、市民税非課税世帯等の受給条件を設け、効率的かつ公平に事業実施ができている。
担当課記載のとおり、利用枚数の少ない方への聞き取りを行い、使いにくさから利用枚数が少ないようであれ
ば、より使いやすいよう改善を行うことで、有効性を向上させていくことができると考えられる。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

低
下 × ×

上記（２）に記載の通り。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

高齢社会の進展により対象者は増加の一途である。自己負担を検
討することや、食事サービスとの併給の是非等の見直しを検討すべ
き段階にきている。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 ふれあい牛乳支給事業 所属部 健康福祉部 所属課 高齢者支援課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 ✔ 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

現在、入居者がいるため、見直しは段階的になるが、高齢者住宅施策として再度制度を見直す必要がある。
その際、この事業のみでなく、住宅関連施策全体を見通した見直しと組み換えが求められる。なお、見直し・
組み替えにあたっては、高齢者住宅施策の重要性にかんがみ、戸数の増などのコスト増も選択肢として検討
されうる。

向
上

成
果

事務事業名 借上げ住宅提供事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

事業開始当初と社会経済情勢が大きく変わっていることから、本事
業は役割を終えたと考えられる。高齢者住宅施策は必要であるが、
本事業をそのまま用いるのではなく、全体的かつ抜本的な見直しが
必要である。

所属課

低
下

高齢者支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 リフトカー運行事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

重度心身しょうがいしゃ者（児）の社会参加を促進することを目的とし
ている本事業の必要性はある。また、利用者負担もあることから、大
きな不公平は生じていない。利用者負担金額については、常に適正
な額をであるかの検証が必要である。
また、類似の事業として「リフト付乗用自動車運行支援事業」があ
る。目的、趣旨等を踏まえ、事業の統合等の検討の余地がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

類似の事業として「リフト付乗用自動車運行支援事業」との統合の検討 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

類似の事業として「リフトカー運行事業」との統合の検討 向
上

成
果

事務事業名 リフト付乗用自動車運行支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

車いす使用者等の社会参加の促進を図ることを目的としている事業
であり、必要性はあるが、類似の事業として「リフトカー運行事業」が
ある。目的、趣旨等を踏まえ、事業の統合等の検討の余地がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 心身障害者（児）緊急入所措置事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

　東京都において、障害者（児）短期入所事業（ショートステイサービ
ス）があり、緊急的な利用に対応できないために、市で実施する必要
があるとの担当課評価であるが、東京都に対し、緊急的な利用につ
いても事業の実施を行っていくような要望も上げていく必要もあろう。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

しょうがいしゃの利便性の向上にむけて、東京都の類似事業においても緊急的な利用に対応できないかの要
望等を上げていくことも必要である。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 身体しょうがい者補装具交付自己負担金助成事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

障害者総合支援法に基づく支援として適切と判断できる。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果

事務事業名
重度心身しょうがい者(児）日常生活用具

給付自己負担金助成事業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

障害者総合支援法における地域生活支援事業に位置づけられる事
業であり、自己負担もあることから、現状では事業実施は適切と判
断できる。

所属課

低
下

しょうかいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果

事務事業名 移動支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

障害者自立支援法の地域生活支援事業中の必須事業に位置づけ
られ、市町村事業とされている。しょうがいしゃを持つ方にとって必要
な事業であり、より効果的な展開ができるように常に改善を念頭に
入れて事業を行う。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 地域参加型介護サポート事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

法定サービスの利用が困難である等、制度の狭間にいる支援を必
要としている方々に対し、地域の介護力を活用する事業であり、今
後も継続して実施していくものと考える。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 介護給付・訓練等給付事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

障害者総合支援法に基づく給付であり、認定審査会において審査を
行った上での決定を行っている。しょうがいしゃの自立の支援の施策
推進に寄与している。
支給や請求内容の事務執行にあたって正確な処理を効率的に実施
していく必要がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

上記（２）に記載した通りである。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

当事業は担当課１次評価では全て適切との評価であったが、他市で
は所得制限を設けている事例もあることや、ガソリン代という性質上、
本来の趣旨であるしょうがい者の移動に使われているかどうかの
チェックも困難であることから公平性にも課題があると評価せざるを
得ない。実際、他市の外部評価においても上記の点は多くの指摘を
受けている。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 自動車ガソリン費助成事業 所属部 健康福祉部 所属課 しょうがいしゃ支援課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果

事務事業名 福祉タクシー利用助成事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

福祉タクシーの月9枚の交付であるが、利用状況等を把握、分析して
いく中で、常により効果的な制度となるように検討を行っていく必要
がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 地域活動支援センター事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

しょうがい者の方々の大切な日中活動場所となっていること、委託業
務であること、歳入確保が適切になされていることから見直しの余地
はないと判断する。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

今後も適切な事務執行に努めていく。 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 しょうがい者就労支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

平成24年度、25年度と比して、26年度の実績（成果指標）が低下して
いる。担当課でも、他課との連携等により事業展開を好転させること
ができるとしていることから、有効性の向上余地がある。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

「しょうがいしゃがあたりまえに暮らすまち宣言」の条例化がなされた状況を踏まえ、本事業の成果向上が一層
求められる状況である。平成26年度に配置された地域開拓コーディネーターや、他課との連携により、事業成
果を向上させていくことが必要である。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

今後も適切な事務執行に努めていく。 向
上

成
果

事務事業名
しょうがい者日中活動系サービス推

進事業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

東京都の包括補助に基づく事業であること、補助金の交付事務であ
り最低限の事務量であること、歳入確保が適切になされていること
から見直しの余地はないと判断する。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 しょうがい者相談支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

法に基づき、サービスの支給決定を行っている。相談支援業務等は
委託も活用して効率的に取り組んでいる。

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

現状において適切に事業実施ができていると考えられることから、引き続き、適切に事業運営を行うべきであ
る。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 高次脳機能しょうがい者支援促進事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高次脳機能しょうがい者を対象としたほかの事業がないことから、本
事業の実施の必要性がある。一方、担当課記載のとおり、年間を通
じてサロンを運営し、周知を進めることで、利用が伸びる余地がある

所属課

低
下

しょうがいしゃ支援課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

年間を通じてサロンを運営することとなる平成27年度において、対象の方にさらに周知を進めていくことが必
要である。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

主に事業の質を向上させることで、事業に参加した市民の満足度を向上させる。
別途支出している指定管理料等と合わせて、補助金の見直しができないか検討する。

向
上 ○

成
果

事務事業名 芸術小ホール文化芸術振興事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

事業の質については、向上の余地があるため有効性については見
直し余地ありと判断する。
本事業の支出はすべて補助金であるが、その他にも別事業として指
定管理料等を支出しており、トータルの支出のなかで削減を検討で
きる余地があるため、効率性について見直し余地ありと判断する。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

調査事業を継続しつつ、貴重な資料をどのように活用していくか検討していく。 向
上

成
果

事務事業名 文化財調査事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

調査事業自体は、有効性や効率性を高めていくためには予算を伴
わない限り難しい面があるが、調査した貴重な資料等をどのように
活用していくかを検討していく必要はあると判断し、②有効性につい
て見直し余地ありとする。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

近年、貴重な資料が発見されていることから、どのように活用していくかを関係機関と協議し、魅力あるプログ
ラムの実施に向け、さらなる検討を進める。

向
上

成
果

事務事業名
郷土文化館歴史文化遺産保存活用

事業
所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

１次評価にもあるとおり、来館者数は横ばい状態が続いている。近
年、貴重な資料が発見されていることから、ＰＲ方法の検討を行い、
より多くの人に国立市の歴史文化遺産に触れる機会を提供すべき
であるため、②有効性について見直し余地ありとした。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

受診率向上についてはたびたび議会からも指摘を受けているところである。平成２７年度は市報に特集号を織
り込むとのことであるが、そのほかにも様々試行錯誤し、受診率向上に向けた改善をされたい。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

担当課１次評価通り、有効性面において特に受診率の向上面に課題
がある。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 各種がん検診事業 所属部 健康福祉部 所属課 健康増進課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

妊娠から出産、その後の育児まで一貫した支援体制の構築が望まれる昨今、その入り口ともなる事業である。
今後市として出生率の向上を目指していく中、他課と連携してさらなる事業改善に努められたい。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

担当課１次評価通り、有効性について見直し余地ありと判断する。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 妊婦健康診査事業 所属部 健康福祉部 所属課 保健センター



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

有効性と効率性の双方を向上させることができるよう、個別通知よりも効果が高く、効率的な呼びかけ方、ある
いは個別通知と組み合わせることで効果を高める手法などを研究、検討する必要がある。受診者が増加する
ことで委託費が増額されるため、コストは増加となるが、事務コストは維持または低減できるよう、継続的な取組
が求められる。
指定受診期間を定めていることで、公平感が損なわれている課題は、事務の工夫で改善できると見込まれる
ため、必要が高く、早急に取り組むべきと考える。

向
上

成
果

事務事業名 成人歯科健康診査事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

受診率が低いこと及び受診者のうち治療を要すると判断される方の
割合が高いことを鑑みると、担当課記載のとおり、受診率の向上が
必要である。また、対象者への個別通知が期待ほどは効果を上げて
いないため、やり方を工夫することで効率性を向上させる余地があ
る。
指定受診期間を3か月としていることで、公平感が損なわれている点
については、事務の改善で解消するべきである。

所属課

低
下

健康増進課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

今後も、様々な創意工夫を図りながら事業展開を行い成果の向上に努める。 向
上

成
果

事務事業名 公民館主催学習事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

市民の声を取り入れ、ニーズを的確に捉えた事業を実施し、参加促
進を図ることや、市民とともに企画していく事業を増やしていくことが
求められることから、②有効性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

公民館

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

同じ生涯学習である図書館事業との棲み分けや違いが明瞭ではない。公民館内の図書室であることから、管
理・運営については、引き続き公民館が行うことが適当であるが、国立駅周辺に図書館分室がないことから、
図書館分館として位置付け、発注業務等については図書館の方で一括で行うなどの事業展開も考えられる。

向
上

成
果

事務事業名 公民館図書室管理運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

図書館が行っている事業と本事業との棲み分けや違いが明瞭では
ない。仮に誰もが利用できるよう事業展開を図るならば、国立駅周
辺に図書館分室がないため図書館の分館（分室）として位置付け直
すことも考えられることから、②有効性について見直し余地ありと評
価した。

所属課

低
下

公民館

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

（２）に記載のとおりである。引き続き効率的な事業運営について検討されたい。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

この事業単体の評価では完結しないが、市報や図書室月報との合冊
等についてはこれまでも議会から度々質問等が出ているところであ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 広報発行事業 所属部 教育委員会 所属課 公民館



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

人件費以外の経費についても、再度見直しを行い歳出削減や歳入増が見込めないか検討を行う。 向
上

成
果

事務事業名 図書館運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

人件費については、削減を行ってきておりこれ以上の削減は難しい
が、その他の経費については、例えば賃借料等について、見直す余
地がないとは言い切れないため③効率性について、見直し余地あり
と判断する。

所属課

低
下

中央図書館

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

既存のサービス拡充の一環として、学校図書室についてもシステム連携ができないか検討を行う。 向
上

成
果

事務事業名 図書館電算システム管理運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

本システムについては、公民館・郷土文化館においても運用されて
おりシステム連携が進んでいる。今後は、学校図書室について連携
の可能性があると判断し、②有効性について見直し余地ありとした。

所属課

低
下

中央図書館

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

インターネット予約システムの導入 向
上

成
果

事務事業名 公園（スポーツ施設）運営事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

平成26年度から当該施設についても指定管理者の指定を行ってい
る。また、施設の予約に際しては、インターネット予約システムの導
入作業を進めている。これらにより、より効率的・効果的な施設運営
が図られることが期待される。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

維持 増加

事務事業名 学校開放運営事業 所属部 教育委員会 所属課 生涯学習課

維
持 ×

1次評価にあるとおり、学校開放にあたって、利用者増の方策や平等
性・既得権的な意識などについて課題があることから、②有効性及び
④公平性について見直し余地ありと評価した。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減

低
下 × ×

1次評価にあるとおり、予約システム等の導入についての検討を行う。

成
果

向
上 ○



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

市民ニーズを把握し、満足度・利便性の高い事業展開を行う。
別途支出している指定管理料等と合わせたトータルの支出のなかで削減が行えないか検証する。

向
上 ○

成
果

事務事業名
財団自主事業（総合体育館)支援事

業
所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

アンケート等の実施による市民ニーズの把握や実施方法の工夫に
より、満足度、利便性の向上を図れると判断し、②有効性について
見直し余地ありとした。また、別途支出している指定管理料等を合わ
せたトータルの支出のなかで削減を検討できる余地があるため、③
効率性についても見直し余地ありと判断した。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

・シティープロモーションサイトについて、多くの人々の目に触れるような工夫を施し、更なる市の魅力発信を
行う。その際には、市の魅力を伝えるターゲットを絞った方策を採ることが有効と考えられる。
・フィルムコミッション及びロケ支援について、ロケ地としてのメリットなどをしっかり伝え件数の増加を図ってい
く。このことにより、市内であれば市の魅力発信につながるし、市有施設の使用であれば行政財産使用料とし
て歳入増につながることとなる。
・観光懇談会からの提言書については、市として事業案の有効性などを判断する必要がある。

向
上

成
果

事務事業名 地域振興・観光促進事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

　シティプロモーションサイトは、過去に市で行ってきた地域プロモー
ションサイト「ビジテ！国立」と観光まちづくり協会の「くにたちイン
デックス」を統合し、現在では観光まちづくり協会で運営されている。
国立市の魅力を市内外に発信する情報サイトとしてあらゆる人々の
目に触れるような工夫や努力をしていく必要がある。
　フィルムコミッション、ロケ支援については、市有施設を利用した場
合には行政財産使用料として歳入があることも含め、国立市の魅力
発信のため、更なる件数増加に取り組んでいく必要がある。
　観光懇談会については、平成26年度に開催され、提言書が提出さ
れている。提言内容について、市として整理を行う必要がある。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 企業誘致促進事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

これからの人口減少社会を迎えるにあたり、人口の減少は税収減に
直結する課題であることから、企業誘致を進め、雇用を発生させると
ともに、市民となって税を納めていただくことにつなげていく本事業は
重要な事業である。狭い市域において誘致できる場所が少ない現状
もあるが、上記の理由から積極的な企業誘致を図っていかなければ
ならない。
また、現在策定作業に入っている基本構想の審議においても、文教
都市にふさわしい企業の誘致を進めていくことも求められている。

所属課

低
下

産業振興課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

新たな企業の誘致 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果

(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可

廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

維持 増加

事務事業名 農業委員会運営事業 所属部 生活環境部 所属課 産業振興課

維
持 ○ ×

農地面積が広くない自治体では、農業委員会を置かないこともでき
る。
平成２６年度は１千万円近くも支出しており、委員会そのもののあり
方を再検討する時期に来ていると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト

削減

低
下 × ×

（2）の評価のとおり、国立市における農業委員会のあり方を再検討する時期に来ている。

成
果

向
上



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 コミュニティバス運行補助事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

②有効性について、これまでに「北ルート」の朝夕増便による利用者
増や、「青柳・泉ルート」のコミュニティワゴン試行運行への切り替え
などを行ってきているが、より利用者の利便性を向上させるために
は、利用者の目的地や利用時間帯など利用者のニーズを的確に把
握し、適切なルート設定や停留所の設置などにより、利用しやすいコ
ミュニティバスを追究することで成果向上の余地がある。
　また、現在ルートのない谷保地区については、狭隘道路のため、
バス（ワゴン）が通過できないことが理由としてあるが、南部地域整
備の進捗など担当部署間での連携を強化するとともに、市民ニーズ
と照らすことや現在運行中のルートの課題等も鑑みた検討が必要で
ある。
③効率性について、事業費を削減することは、いかに乗車人数を増
やして運賃料金収入を増加させるかという課題をクリアすることであ
り、利用者ニーズを把握したうえでのルートや時刻表の設定など、利
用者増を図る改善が必要であるとともに、事業内容の見直し基準を
設けることも検討する必要がある。
④公平性について、民間事業者のバス路線を含め、バス停が近隣
にない地区もある点で完全な公平とは言えない。ただし、全国の他
市と比較した場合に、市域が8.15㎢とコンパクトな国立市において、
交通不便地域の定義が適切であるかどうかを再確認する必要があ
る。

所属課

低
下

交通課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

　事業費の削減という効率性と利用者の増加という有効性の改善を図るため、コミュニティバスのルートや運行
時刻などについて、利用者がいつ、どの時間帯に、どこに行きたいのかなど、利用者ニーズを的確に把握し
反映させる。
　また、他市で利用者の多いコミュニティバスが行っている工夫や特徴などの研究も行うべきである。
　なお、全国の他市と比較した場合に、市域が8.15㎢とコンパクトな国立市において、交通不便地域の定義が
適切であるかどうかを再確認する必要がある。

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

システム導入の検討にあたっては、費用対効果を十分に考慮する必要がある。 向
上

成
果

事務事業名 交通安全施設管理事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

１次評価にもあるとおり、道路工事担当部門との連携強化による対
応の迅速化や、交通安全施設等を総合的に管理するシステムの導
入がされれば、事務作業の低減が見込めることから特に②有効性、
③効率性について見直し余地ありと判断とした。

所属課

低
下

交通課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

灯具のＬＥＤ化を進め、光熱水費の削減を図る。交通安全施設と合わせての管理システム導入の検討を行う。
ただし、費用対効果については十分な検討を行う。

向
上 ○

成
果

事務事業名 道路照明施設管理事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

交通安全施設と同様、システム導入の可能性があること、今後は各
灯具のＬＥＤ化を進めることで、光熱水費の削減を図れることから、
特に②有効性、③効率性について見直し余地ありと判断した。

所属課

低
下

交通課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 放置自転車対策事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　国立駅周辺整備事業が本格化する中で、駅周辺や大学通り、富士
見通り、旭通りなどの景観的側面からも放置自転車対策は重要であ
る。夜間撤去などの方法や手段を含め、放置自転車対策は改善の
余地があるものと考える。
　平成25年度に新設された高架下自転車駐車場は、1/3程度の利用
にとどまっていることから、平成27年度に一部分を定期利用から一
時利用に変更する予定であるが、利用者を増加させることを常に意
識して取り組む必要がある。
　平成26年度に基本設計を行った国立駅南口第1自転車駐車場など
駅周辺の自転車駐車場整備の全体的な考え方と併せて放置自転車
対策を検討する必要がある。

所属課

低
下

交通課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

今後の国立駅周辺の自転車駐車場の整備により、自転車駐車場への駐輪誘導などを行い、放置自転車台
数を削減し、撤去費用の削減を図る。（効率性の改善）
・国立駅南第１自転車駐車場の建替による収容台数の増や東区域の自転車駐車場の新設の検討
・高架下自転車駐車場の利用促進及び一時利用枠の新設

向
上 ○

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

向
上

成
果

事務事業名 建築営繕事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

当市の公共施設は老朽化が進んでいる。また、それらの施設がこれ
まで定期的な修繕がなされず、不具合が発生した時に対処している
ことも課題となっている。
平成26年度には公共施設保全計画が策定され、今後の再編計画等
を検討していく中で、予防保全の考えに基づいた、また、更新時期を
見据えた計画的な修繕により、建物の長寿命化を図っていかなけれ
ばならない。
なお、財政的な視点からみると、全ての建物をしっかりと改修し維持
していくことは財源が確保できない状況から、ストックマネジメント事
業において、施設の統廃合等の検討が必要である。

所属課

低
下

建築営繕課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

・（2）のとおり 向
上

成
果

事務事業名 公害対策管理・調査・測定事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

公害関係の苦情件数が前年度比で増加している。それに伴い、対応
した職員の人件費が増加している。環境問題に対する市民関心の
高まりもあることから、今後も一定の苦情は発生するものと考えられ
る。そのため、丁寧な対応の中にも事務の効率化を行っていく必要
がある。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

・（2）のとおり 向
上

成
果

事務事業名 し尿収集事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

平成26年度のし尿くみ取り件数987件に対し、委託料が約840万円と
なっている。事業の必要性はあるが、担当課評価にもあるように、処
理手数料の金額が近隣市と比較して低水準であることから、処理手
数料と処理コストのバランスについて検討する必要がある。

所属課

低
下

ごみ減量課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 消防団活動推進事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

消防団活動に必要な備品等の更新ができていない状況もあり、事業
費の削減はなかなかできない状況である。
いつ発生するかわからない火災や災害に対応するため、訓練等を
積まれている消防団員であるが、自主防災組織との連携など地域で
防災意識を高め、負担の大きい消防団の出動が少なくなるような防
災力の高い地域づくりにも取り組んでいく必要がある。

所属課

低
下

防災安全課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

自主防災組織や地域住民との連携による防災意識の向上と防災力の高い地域づくり 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果

事務事業名 防災関連機器維持管理事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

いつ発生するかわからない災害に対応していくためには、防災関連
機器を常に適正な状態にしておく必要がある。防災行政無線のデジ
タル化など必要な改修を行っている。引き続き適正な維持管理を
行っていく必要がある。

所属課

低
下

防災安全課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

まずは長年の課題となっている備蓄計画を策定し、必要な備蓄品（防災備品）について計画的な配備を行うこ
とが急務である。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

本事業は担当課が全て適切と評価している事業である。しかしなが
ら、担当課記載にもあるように、備蓄計画は策定されておらず、被害
想定に対する備蓄食料数も不足している状況であり、改善の余地が
あることは明白である。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 災害対策用備蓄品調達事業 所属部 行政管理部 所属課 防災安全課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

他の市有地への移設や施設の共有化、資材の保管方法の見直しなどにより、有償借地の解消による事業費
の圧縮と成果の維持が可能であると考える。よって、他の市有施設との統合などを検討すべきである。

向
上

成
果

事務事業名 作業場維持管理事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

当該作業場は、市役所近隣の富士見台地域に890㎡の土地を有償
で借地している施設であり、資材の保管場所及び作業場となってい
るが、本施設の必要性は認識するものの、当該場所に設置されてい
なければならない必然性はなく、市有施設の有効活用やストックマネ
ジメントの視点、有償借地である点などを考慮すると整理が必要で
ある。
　また、資材の保管方法についても検討が必要である。

所属課

低
下

道路下水道課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

・（2）のとおり優先度を設けて対応する。 向
上

成
果

事務事業名 道路維持事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　道路の劣化が進んだ際の維持補修は必要であり、成果向上の余
地はある。しかしながら、財政負担を伴うものであることから、維持補
修の必要性と財政負担とを比較衡量のうえ、毎年度優先度の高い
路線の維持補修を行っていくべきである。その際に、平成27年度に
実施する道路ストック総点検事業の結果も参考となろう。

所属課

低
下

道路下水道課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

行政・市民・事業者等の連携による水路・用水維持管理活動の実施 向
上

成
果

事務事業名 水路等維持管理事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

年々水田が減少し、水路等の維持管理に係る市民が減っている状
況下において、みどり、水の保全に対しては、市民意識の醸成も必
要であり、行政・市民・事業者など様々な主体が協力し合って取り組
むことが望ましく、そのようなつながりは地域コミュニティの強化にも
寄与するものと考えられる。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 公園維持管理事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

　公園施設の老朽化や毎年の植栽剪定の必要性などから、維持管
理経費の削減は多く望めないが、公園の管理、例えば植栽等におい
て、市民の活力により行うなど、市だけでなく市民や事業者など様々
な主体が協力し合って地域の公園づくりを進め、ひいてはコミュニ
ティづくりにもつなげていくような方策が望まれる。

所属課

低
下

環境政策課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

行政だけでなく、市民や事業者など様々な主体との連携による公園づくり 向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

低
下 × ×

平成２７年度より一般任期付職員が配置されており、更なる成果向上が期待されているところである。市の広報
の中心となるのは市報であり、常に向上が求められる。また、担当課記載にもあるが、広告収入の増加に向け
ては広告代理店へのアウトソーシングという手段もある。 成

果

向
上 ○

維
持 ×

この事業単体の評価では完結しないが、他市においては公民館便り
等との統合事例がある。また、担当課記載通り、広告収入増加に向
けては更なる改善余地がある。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 市報くにたち等発行事業 所属部 政策経営部 所属課 市長室



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 基幹系業務システム維持管理事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

平成27年10月にはマイナンバーの通知カードの発送が予定されて
おり、これまで同様、より適切なシステムの維持管理が求められる。
プログラムの誤り等による市民サービスへの影響等がないよう、マ
ニュアル化や職員のシステム関係の知識や技術の向上が必要があ
る。
また、現在の当市の基幹系システムは、ホストコンピュータを中心に
運用しており、運用コストの高騰や法改正の際の対応が課題となっ
ている。
ホストによる国立市独自仕様のシステムをオープン系のパッケージ
仕様へと更改することによる経費の高止まりの解消と効率性の向上
を図ることも検討がするべきである。

所属課

低
下

情報管理課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

担当課記載の通り、予算、業務量共に多い現状があるが、業務内容が特殊であることから、行政職員の力だけ
では向上が困難な状況である。アウトソーシングを有効利用するとともに、任期付職員によるＣＩＯ（最高情報責
任者）の設置等について検討されたい。 成

果

向
上 ○

維
持 ×

その性質上、莫大な予算を抱えている事業である。常に安定稼働を
図るとともに、庁内全体のシステムの最適化、またＩＣＴ政策に関する
調査検討が求められる。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

情報管理課事務事業名 公共LAN運用事務 所属部 行政管理部 所属課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

専門的な知識の蓄積による職員自身によるシステム調達の効率化 向
上

成
果

事務事業名 システムコンサルティング事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

システム関連経費の契約にあたり、当該見積が妥当かどうかの評価
を専門的に行えるようにすることを目的に導入した事業であり、コン
サルティング事業者とともに年数を重ねて業務を行っていく中で、職
員がノウハウを蓄積していくことが求められている。

所属課

低
下

情報管理課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

✔ ○

低
下 × ×

上記（２）に記載の通り。

成
果

向
上 ○

維
持 ×

職員全体の法制執務の意識及び能力の向上が必要であるとの記載
はその通りであるが、文書管理の効率化や年々増え続ける保存文書
への対策としての電子決裁を導入する等の検討をされたい。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 文書管理事務 所属部 行政管理部 所属課 情報管理課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

会議でのタブレット端末の導入などによる効率化 向
上

成
果

事務事業名 浄書印刷関係事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

ＩＣＴ化が求められている社会状況の中、印刷用紙の購入枚数は右
肩上がりで伸びているため、事業費も伸びている。各職員の意識を
変えていく必要があると同時に、ＩＣＴ技術を利用した方策も検討して
いく必要がある。

所属課

低
下

情報管理課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1)政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

職員の受診率の向上 向
上

成
果

事務事業名 職員等の健康管理事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

病気の早期発見・早期治療のためにも、年１回の健康診断の受診
が求められるところであり、職員の受診率向上を常に図っていく必要
がある。

所属課

低
下

職員課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

○

維
持 ×

××

向
上

成
果

事務事業名 職員の福利厚生事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

地方公務員法に定めらている福利厚生事業であるが、過去には事
業縮小したり、民間事業者に一部委託するなど、効率化を図ってき
ている。そうした中でも、職員の利用率を上げるなどの更なる取組が
必要である。

所属課

低
下

職員課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維持 増加

事務事業名 寄附に関する事務 所属部 政策経営部 所属課 政策経営課

維
持 ×

ふるさと納税については、控除限度額が倍になるなど市場の広がり
を見せており、まだまだ今後の努力次第で向上の余地がある。ま
た、担当課評価にもあるように事務量の増加対策も必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減

低
下 × ×

さらなるＰＲや使途メニューの再編等、向上余地がある。また、人件費との見合いもあるが効率性の面で委託
化も検討すべき段階に来ている。

成
果

向
上 ○



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

低
下 × ×

かねてより、配車一括管理により車両台数の減の可能性等が言われている所である。他市事例等も調査の上、
費用対効果等検討されたい。

成
果

向
上

維
持 ○ ×

担当課は公共関与妥当性についてリース契約等による可能性につ
いて記載しているが、有効性・効率性評価で記載するのが妥当であ
る。その他、担当課評価通りである。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 庁用車の維持管理事業 所属部 行政管理部 所属課 総務課



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

向
上

成
果

事務事業名 訴訟・顧問弁護士関係事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

市の行政運営上発生する様々な法律的問題に対応するために必要
な事務である。問題に対して、円滑な解決が図れるように、速やかに
相談できる体制を常に構築しておく必要がある。

所属課

低
下

情報管理課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

定例的な業務が主であることから、現状を維持していくことになるが、常に効率的・効果的な事務執行を行っ
ていかなければならない。

向
上

成
果

事務事業名 国民年金資格取得等事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

法定受託事務である国民年金事務である。定例業務が主であるの
で、事業費等の削減余地は少ないが、常に効率的・効果的な事務執
行に心がけることは必要である。

所属課

低
下

市民課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名 葬祭費支給事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

実施を行っていない自治体がなく、多摩26市で金額が一律であるこ
とから公共性、公平性については適切と判断した。
定例業務が主であるので、事業費等の削減余地は少ないため、有
効性、効率性についても適切と判断した。

所属課

低
下

健康増進課

維持 増加削減
コスト

維
持 ○ ×

××

定例的な業務が主であることから、現状を維持していくことになるが、事務執行にあたっては効率性を重視し
つつ、遺族の方に最大限の配慮をすることを念頭に置く必要がある。

向
上

成
果



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

維
持 ○ ×

××

今後のコンビニ交付や高架下市民サービスコーナーの設置などの可能性も視野に市民プラザサービスコー
ナーのあり方を検討

向
上

成
果

事務事業名 市民プラザサービスコーナー運営事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

今後のコンビニ交付や高架下市民サービスコーナーの設置などの
可能性も視野に市民プラザのサービスコーナーのあり方を検討して
いく必要がある。

所属課

低
下

生活コミュニティ課

維持 増加削減
コスト



４ 　事務事業の政策経営課評価結果
(1) 政策経営課としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他政策経営課評価会議で指摘された事項

事務事業名
くにたち文化・スポーツ振興財団運

営支援事業
所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

現在、導入を進めているスポーツ施設等予約システムが稼働すれ
ば、市民サービスの向上に繋がるため②有効性について見直し余
地ありとした。また、別途支出している指定管理料や事業補助金な
どトータル支出の中で削減を検討する余地はあると判断し、③効率
性についても見直し余地ありと判断した。

所属課

低
下

生涯学習課

維持 増加削減
コスト

維
持 ×

××

スポーツ施設等予約システムの導入を進め、市民サービスの向上を図る。本事業以外にも、事業補助金や指
定管理料などトータルの支出の中で費用の削減が計れないか検討を行う。

向
上 ○

成
果


